（連合）政策ニュースレター第315号

引き続き基本指針や保育の必要性の認定等の議論

子ども・子育て会議（第４回）報告

連合政策ニュースレターより、標記内容についての報告がありましたので、以下の通りお知らせいたします。 

　子ども・子育て会議の第４回会合が2013年７月５日に開催され、基本指針や保育の必要性の認定等について議論が行われた。連合から菅家副事務局長が出席した。

１．基本指針について

　事務局より第１～３回会合における議論等を踏まえた修正案が提案され、今夏のとりまとめに向けて引き続き議論が行われた。

　委員からの主な発言は以下のとおり。 

地域子ども・子育て支援事業は調査票だけではニーズ把握できないため、自治体は多様な手段でヒアリングすべき。また、実施状況を開示すべき。 

量の見込みについて、年齢区分は３歳未満と３歳以上という大くくりの区分を可能にするなど、地方の裁量に委ねるべき。 

保育士の必要人数を確保しなければならないため、配置基準にもとづき年齢区分は０歳・１－２歳・３歳・４－５歳の４区分とすべき。 

子どもの発達は早いので、年齢区分は１歳刻みとすべき。 

幼稚園教諭・保育士等の確保に向けて、財政面を含め、国としてもバックアップすべき。 

自治体は事業・サービスの費用対効果を検証し、結果は子ども・子育て会議委員だけでなく、事業者、利用者、納税者にも開示すべき。 

障がい福祉サービスと保育サービスの両方を利用する保護者の負担に配慮すべき。社会的養護を含め、包括的・一元的な制度として整備すべき。 

子どもを中心とした包括的な制度を確立すべきで、地域包括支援センターのような発想が必要。 

費用対効果は重要だが、財政カットに目が向きがちなので、そうではなく、保護者の満足度、子どもの発達状況や幸福度なども考慮し、子どもの育ちの環境向上を評価すべき。 

地方版子ども・子育て会議と同時に、議会の役割も重要。 

地方版子ども・子育て会議を設置しない自治体に対しても事業計画の住民への開示を徹底させるべき。 

長時間・短時間の区分について、８時間が長時間とされているが、実は通常勤務に対応したものであって、それより短いのが短時間というだけ。量の見込みで区分しないのであれば、調査も分けて行う必要はない。

２．保育の必要性の認定について／３．確認制度について

　保育の必要性の認定について、事務局より第３回会合における議論等を踏まえた修正案が提案された。また、確認制度については第３回会合で議論できなかったため、同じ資料が再提示され、それぞれ年末のとりまとめに向けて引き続き議論が行われた。

　菅家委員は「長時間・短時間の区分」について以下の意見を述べた。 

現状、保育所は就労時間の長短に関係なく保育が必要であれば受け入れているし、保育時間も分けていない。それが正しい姿。「新制度における２号認定・３号認定については、『長時間』（主にフルタイムの就労を想定。現行の11時間の開所時間に相当）及び『短時間』（主にパートタイムの就労を想定）の２区分の保育必要量を設ける」とあるが、前述のような現状があるのになぜ長短で区分する必要があるのか。長短の概念が整理されておらず、現状との差もある中では議論の出発点に立てない。

　この点については、他の委員からも「現状、パート労働者も７～８時間利用している実態があるため、基本は８時間とし、開所時間の11時間を長時間と捉えるべき」、「検討段階であっても、長時間という言葉は働いている側からすると悪いイメージがあるので、使うべきではないし、そもそも実態を表していない。区分の必要性がわからない」など、賛同する意見が相次いだ。

　なお、委員からの他の主な発言は以下のとおり。 

優先利用について、保育所と幼保連携型認定こども園は児童福祉施設のため、特別な支援が必要な子どもの受入を重視し、社会福祉士を配置すべき。なお、利用枠は集中を避けるため必要だが、全国一律設定は不要。 

「保育に欠ける」から「保育の必要性の認定」に変わったため、保護者本人の事由を尊重すべき。 

短時間の下限について、短時間勤務から徐々にステップアップしたいという家庭も多いと思うので、ファミリー・サポート・センター事業や一時預かりと組み合わせて無理なく保育できる環境を整えるべき。 

待機児童数の概念が自治体でバラバラなので、基準を公開させるべき。 

求職活動を事由として明記するのはよいことだが、申請時期と実際の利用開始時期との接続が重要。 

地方単独型の保育施設も、当面、確認の対象としてほしい。

　2013年７月25日に第３回子ども・子育て会議基準検討部会、７月26日に第５回子ども・子育て会議を開催。

以上
